
 

藤枝総合運動公園の管理運営に関する基本協定書（案） 

 

藤枝市（以下「甲」という。）と○○○○○○（以下「乙」という。）とは、藤枝総合運動公園（以

下「本施設」という。）の管理運営の実施について、次のとおり基本協定（以下「本協定」という。）

を締結する。 

(目的) 

第１条 本協定は、甲と乙とが相互に協力し、本施設の管理運営業務（以下「管理業務」とい

う。）を適正かつ円滑に管理するために必要な基本的事項を定めることを目的とする。 

(管理業務の基準) 

第２条 乙は、本協定及び当該年度における事項について別に定める協定（以下「年度協定」と

いう。）並びに藤枝市都市公園条例（昭和 40 年藤枝市条例第 32 号。以下「条例」という。）及

び関連法令等のほか、本施設に係る管理業務仕様書（以下「仕様書」という。）及び本施設に

係る指定管理者募集要項（以下「要項」という。）に基づいて提出した藤枝市総合運動公園事

業計画書（以下「事業計画書」という。）に従い、管理業務を実施しなければならない。 

（基本協定以外の規定との適用関係）  

第３条 本協定、年度協定、仕様書、要項及び事業計画書の各規定に矛盾、齟齬があるときは、

本協定、年度協定、仕様書、要項、事業計画書の順に、その解釈が優先するものとする。 

２ 仕様書、要項及び事業計画書において、その記載内容に矛盾、齟齬があるときには、甲と

乙とは協議の上、これを決定するものとする。 

（協定期間） 

第４条 本協定の期間は、令和９年４月１日から令和 14 年３月 31 日までとする。 

（管理業務の範囲） 

第５条 乙が行う本施設の管理業務は、次のとおりとし、その詳細は仕様書に定めるとおりとす

る。 

(1) 本施設及び付属設備の維持、管理、及び運営に関する業務 

(2) 本施設の使用の許可に関する業務 

(3) 本施設の利用料金の設定及び収受に関する業務（インボイス制度への対応を含む） 

(4) 本施設の機能を効果的に活用するための指定事業の実施及び自主事業の企画、実施

に関する業務 



 

(5) 施設の利用を通じたスポーツの普及振興に関する業務 

(6) その他施設の管理上必要な業務 

（利用料金の取扱い） 

第６条 本業務には地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第８項に定める利用料

金制度を適用し、乙は、本施設に係る利用料金を自らの収入として収受することができる。 

（利用料金の決定） 

第７条 利用料金は、条例第 12 条による。なお、算定方法は、条例第 13 条に規定するとおりと

する。 

（経理の明確化） 

第８条 乙は、管理業務の実施にあたって、乙が行っている他の事業と経理を明確に区分する

ものとする。 

（休場日及び使用時間の決定） 

第９条 休場日及び使用時間は、条例第５条の２に規定するとおりとする。ただし、乙は必要と

認めたときは、甲の承認を得てこれを変更することができる。なお、休場日及び使用時間を変

更したときには、速やかに公表すること。 

（指定管理料の支払い） 

第 10 条 甲は、本施設の管理業務に要する経費を乙に支払うものとし、その年度額は、甲と乙

との間で協議の上、年度協定により定めるものとする。 

（施設等の修繕等） 

第 11 条 管理業務に係る施設又は設備の損耗、劣化及び破損、又は故障により損なわれた機

能を回復させるため、１件につき 50万円（消費税及び地方消費税を含む。）以下を対象にした

修繕、工事については、乙が自己の費用と責任において実施するものとし、１件につき 50 万

円（消費税及び地方消費税を含む。）を超えるものについては、甲と乙との間で協議するもの

とする。ただし、本施設の機能を維持するために乙が通常行うべき保守管理を怠ったことに起

因する損耗、劣化及び破損又は故障と認められる場合は、乙が自己の費用と責任において

実施するものとする。 

２ 乙が行った修繕により結果として資産を取得することとなるときは、その資産は、甲に帰属す

るものとする。 

（備品等の貸与） 



 

第 12 条 甲は、別紙藤枝総合運動公園備品一覧表（以下「備品一覧表」という。）に示す備品

等を乙に無償で貸与する。 

 ２ 乙は、備品等を常に良好な状態に保つものとする。 

（乙による備品等の購入等） 

第 13 条 備品等が経年劣化等により管理業務の実施の用に供することができなくなったときは、

乙は、１件につき 10 万円（消費税及び地方消費税を含む。）以下の当該備品等については、

原則として、自己の費用で購入又は調達するものとし、１件につき 10 万円（消費税及び地方

消費税を含む。）を超えるものについては、甲と乙との間で協議するものとする。 

２ 乙は、故意又は過失により備品等を毀損滅失したときは、甲との協議により、必要に応じて

甲に対し、これを弁償又は自己の費用で当該物と同等の機能及び価値を有するものを購入

又は調達しなければならない。 

３ 乙は、前条に規定する備品等のほか、乙の任意により備品等を購入又は調達し、管理業務

の実施のために供することができるものとする。 

４ 乙が第１項及び第２項の規定により購入又は調達した備品等は、甲に帰属するものとし、乙

が前項の規定により購入又は調達した備品等は、乙に帰属するものとする。 

５ 乙は、備品等の購入及び廃棄等の移動については、遅滞なく甲に報告しなければならない。 

（備品等の損失） 

第 14 条 乙は、甲から貸与された備品等は、乙が責任をもって管理するものとする。破損等の

事故が生じた場合には、損傷した責任者において修理代を負担するものとする。損傷した責

任者が不明の場合には、対応について甲乙協議を行うこととする。 

（消耗品の取扱い） 

第 15 条 管理業務で使用する事務用品等の消耗品については、乙が管理及び負担するものと

する。 

（個人情報の保護等） 

第 16 条 乙及び本施設の管理業務に従事している者（以下「従業者」という。）は、藤枝市公の

施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17 年藤枝市条例第 26 号。以下「手

続条例」という。）第 10 条並びに個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）第

66 条及び第 67 条を遵守しなければならない。 

（年度計画書の作成及び提出） 



 

第 17 条 乙は、次に掲げる事項を記載した年度計画書を当該年度の前年度の２月末日までに

甲に提出し、甲の承認を得なければならない。なお、初年度については、本協定と同時並行

で作成し、甲の承認を得るものとする。 

(1) 維持管理業務計画書 

(2) 収支予算書 

(3) 指定事業計画書及び自主事業計画書（月別行事予定表及び事業内容） 

(4) 人員配置体制（図又は表と名簿） 

(5) その他甲が必要と認める事項 

（業務報告の聴取等） 

第 18 条 甲は、本施設の管理の適正を期するため、乙に対し、その管理の業務又は経理の状

況に関し報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示をすることができる。 

（業務報告書の作成及び提出） 

第 19 条 乙は、手続条例第６条の規定及び仕様書に基づき、毎年度終了後 30 日以内に、次

に掲げる事項を記載した業務報告書を作成し、甲に提出しなければならない。 

(1) 管理業務の実施状況及び本施設の利用状況 

(2) 利用料金の収入実績 

(3) 管理運営に係る経費の収支状況 

(4) 指定事業及び自主事業の実施状況 

(5) 指定管理者の経営状況を示す書類 

(6) 利用者満足度モニタリング集計と対応状況 

(7) 地域連携の対応状況 

(8) その他管理の実態を把握するために甲が必要と認める事項 

２ 乙は、仕様書に基づき、毎月終了後 10 日以内に、次に掲げる事項を記載した月次報告書を

作成し、甲に報告しなければならない。 

(1) 管理業務の実施状況 

(2) 本施設の利用状況（施設別に有料利用者数及び無料利用者数等） 

(3) 利用料金の収入状況 

(4) 指定事業及び自主事業の実施状況  

(5) 利用者満足度モニタリング集計と対応状況 



 

(6) その他管理の実態を把握するために甲が必要と認める事項 

３ 乙は、年度途中に指定管理者の指定を取り消されたときには、指定が取り消された日から

30 日以内に、第１項各号に掲げる事項を記載した当該年度の当該日までの間の業務報告

書を作成し、甲に提出しなければならない。 

４ 甲は、必要があると認めるときは、業務報告書の内容及びそれに関する事項について、乙に

説明を求めることができるものとする。 

（モニタリングの実施） 

第 20 条 乙は、本施設の利用者の利便性の向上を図り、効率的かつ効果的な施設の管理運

営を行うため、常に利用者の満足度の把握に努め、その結果を直近の月次報告書等に添付

して甲に提出しなければならない。 

２ 乙は、甲が毎年度実施する「藤枝市公の施設に係るモニタリング」に協力しなければならな

い。 

３ 前項によるモニタリングの結果、乙による管理業務の実施状況が仕様書等、甲が示した条

件を満たしていないときは、甲は、乙に対して管理業務の改善を勧告することができる。 

４ 乙は、前項に定める改善勧告を受けたときは、速やかにそれに応じなければならない。 

（確約事項） 

第 21 条 乙は、管理業務の一部を委託し、又は請け負わせた者が、藤枝市暴力団排除条例

（平成 24 年藤枝市条例第 40 号）第２条に規定する暴力団又は暴力団員等若しくは暴力団

員等と密接な関係を有する者（以下「暴力団関係企業等」という。）ではないことを確約する。 

（不当介入を受けたときの措置） 

第 22 条 乙は、暴力団関係企業等による不当介入を受けたときは、断固としてこれを拒否する

とともに、不当介入があった時点で速やかに甲への報告及び警察への通報を行い、捜査上

必要な協力をするものとする。 

（受注者の責務） 

第23条 乙は、管理業務の履行に当たっては、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法

律（平成25年法律第65号）第10条第１項の規定に基づく「藤枝市における障害を理由とする差

別を解消するための職員対応要領」（平成28年３月11日藤枝市長決定）第２条に規定する不

当な差別的取扱いの禁止及び第３条に規定する合理的配慮の提供について留意すること。 

（指定の取り消し） 



 

第 24 条 甲は、乙が次の各号に該当するとき、その他乙の責めに帰すべき事由により、乙によ

る管理業務を継続することができないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定め

て管理業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

(1) 関係法令、条例、藤枝市都市公園条例施行規則又は本協定の条項に違反したとき。 

(2) 本施設の管理業務を履行しないとき又は履行の見込みがないと認められるとき。 

(3) 乙が指定の解除を申し出て、甲が承認したとき。 

(4) 乙が管理業務の一部を委託し、又は請け負わせた者が、暴力団関係企業等であると認

められたとき。 

(5) 藤枝市指定管理者の選定基準（平成 19 年５月 24 日制定）第 2-1-(1)に新たに該当した

とき。 

(6) その他甲の指示に従わないとき。 

２ 甲は、前項の規定により指定の取り消しを行おうとする際には、事前にその旨を乙に通知し

た上で、次の事項について乙と協議を行わなければならない。 

(1) 指定取り消しの要否 

(2) 乙による改善策の提示と指定取り消しまでの猶予期間の設定 

(3) その他必要な事項 

３ 第１項の規定により甲が指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部

の停止を命じたときにおいて、乙に損害が生じても、甲はその賠償の責めを負わない。 

４ 甲又は乙は、不可抗力の発生により、管理業務の継続等が困難となった場合には、相手方

に対して管理業務の継続の可否等について協議を求めることができる。 

５ 前項の協議の結果、やむを得ないと判断されたときは、甲は指定の取り消し、又は管理業務

の全部若しく一部の停止を行うものとする。 

６ 前項における取り消し、又は管理業務の全部若しくは一部の停止によって乙に発生する損

害・損失及び増加費用の負担は、甲と乙との協議により決定するものとする。 

７ 第１項又は第５項の規定により甲が指定を取り消したときは、乙は、既に受領した指定管理

料を甲に返還しなければならない。ただし、指定期間の中途において指定を取り消したときは、

甲と乙との協議により返還金の額を決定するものとする。 

８ 第１項の規定により甲が指定を取り消したときは、乙は、当該指定が取り消された年度にお

ける指定管理料（指定期間開始前にこの協定を解除した場合は、協定期間の初年度におけ



 

る指定管理料）の 10％を、違約金として甲に支払わなければならない。ただし、甲が認めたと

きはこの限りではない。 

(原状回復義務) 

第 25 条 乙は、手続条例第８条の規定に基づき、指定期間が満了したとき、又は第 25 条第１

項の規定により指定を取り消され、若しくは期間を定めて管理業務の全部又は一部の停止を

命ぜられたときは、指定開始日を基準として、管理しなくなった本施設の当該施設又は設備

を速やかに原状に復し、甲に明け渡さなければならない。ただし、甲の承認を得たときは、この

限りではない。 

（損害の賠償等） 

第 26 条 乙は、本施設の管理業務の履行にあたり、乙の責めに帰すべき事由により甲又は第

三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

２ 甲は、乙の責めに帰すべき事由により発生した損害について、第三者に対して賠償したとき

は、乙に対して賠償した金額及びその賠償に伴い発生した費用を請求することができるものと

する。 

(権利義務の譲渡等) 

第 27 条 乙は、本協定によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは継承させ、又

は権利を担保に供してはならない。ただし、書面により甲の承諾を得たときは、この限りではな

い。 

(再委託の禁止) 

第 28 条 乙は、管理業務の一部を第三者へ委託することはできるが、管理業務を一括して第

三者へ委託し、又は請け負わせてはならない。 

２ 乙が管理業務の一部を第三者に委託するときは、すべて乙の責任において行うものとし、管

理業務に関して乙が使用する第三者の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用

については、すべて乙の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用とみなして、乙

が負担するものとする。 

３ 乙が管理業務の一部を第三者に委託するときは、あらかじめ書面により甲の承認を得なけ

ればならない。 

(管理業務内容の変更等) 

第 29 条 甲は、必要があるときは、管理業務の内容を変更し、又は管理業務を一時中止するこ



 

とができるものとする。ただし、この場合は、甲乙協議して書面によりこれを定めるものとする。 

２ 前項における管理業務の内容変更又は管理業務の一時中止によって乙に発生する損失及

び増加費用の負担は、甲乙協議して書面によりこれを定めるものとする。 

(目的外使用) 

第 30 条 乙は、利用者の利便性向上のため、自動販売機、公衆電話等を設置するなど、本施

設を条例第４条で定めている管理業務の範囲以外で使用する場合は、あらかじめ甲の許可

を得なければならない。なお、自動販売機を設置する場合は売上げの 10％を甲に納入するも

のとする。 

（環境への配慮） 

第 31 条 乙は、公の施設の使命や目的を果たすための効率的な管理運営にあたり、エコアクシ

ョン 21 ガイドラインに基づく省エネルギーや省資源等に取り組み、可能な限り環境への負荷

低減に努めるものとする。 

(緊急時対策等) 

第 32 条 乙は、管理業務の実施に関連して、事故や災害等の緊急事態が発生したときは、速

やかに必要な措置を講じるとともに、甲を含む関係者及び関係機関に対して緊急事態発生の

旨を通報しなければならない。 

２ 事故等が発生したときは、乙は甲と協力して事故等の原因調査に当たるものとする。 

３ 乙は、緊急時対策、防犯・防災対策についてマニュアルを作成し、従業者を指導しなければ

ならない。 

４ 乙は、大規模な災害等の発生により、藤枝市災害対策本部が設置された場合には、同本部

の指示に従わなければならない。 

（保険） 

第 33 条 管理業務の実施に当たり、甲が付保する保険は、次のとおりとする。 

（１） 市民総合賠償補償保険  

（２） 建物総合損害共済 

２ 管理業務の実施に当たり、乙が付保しなければならない保険は次のとおりとする。また、入

場者損害保険及び指定管理者の業務上の契約不適合責任により生ずる損害賠償に対応で

きるような賠償資力を確保するため、適切な保険に加入すること。 

（１） 施設賠償責任保険 



 

（２） 利用者賠償補償保険 

（３） その他管理業務に必要な保険 

（業務の引継ぎ等） 

第 34 条 乙は、本協定の終了に際し、甲又は甲が指定する者に対し、業務の引継ぎ等を行わ

なければならない。 

２ 乙は、指定期間内に納入のあった利用料金の内、指定期間終了後の使用に関わる利用料

金について、指定期間最終日までに甲に納入するものとする。 

(責任及びリスク分担) 

第 35 条 管理業務に関する責任及びリスク分担の区分については、「リスク分担表≪別表≫」

に定めるとおりとする。 

(疑義等の決定) 

第 36 条 本協定に定めのない事項又は本協定の条項について疑義が生じたときには、必要に

応じて甲乙協議してこれを決定するものとする。 

(当該事業年度における協定) 

第 37 条 本協定の効力が及ぶ各事業年度における事項については、別に年度協定書を締結

するものとする。 

 

この基本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を

保有する。 

 

令和９年 月 日 

甲 住所  藤枝市岡出山一丁目 11 番１号           

氏名  藤枝市                       

市  長  北村 正平        ㊞  

乙 住所                             

氏名                        ㊞        


